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おわりに
はじめに
　近代経済成長において交通インフラが重要な役割を果たすことはいうまでも
なく、近代日本でも、各種の交通インフラはその役割を変化させながら物資輸
送に貢献した。明治前期の陸上輸送においては、封建的規制の撤廃により、荷
馬車などを用いた長距離道路輸送が行われたが、明治中期以降になると、鉄道
網の発展に伴い陸上輸送の中心は道路から鉄道に移行し、道路輸送は鉄道輸送
を補助する小運送を担うようになった。こうした状況に変化をもたらしたのが
戦間期における貨物自動車輸送の発展であり、機動性、少ない積み替え、荷造
りの容易さ、短い輸送時間、戸口から戸口への一貫した輸送など、鉄道にはな
い輸送上の特色を備えていた貨物自動車は、鉄道輸送を補助する小運送だけで
はなく、鉄道と並行、競合する輸送にも進出し、そこで貨物自動車輸送の重要
な柱となったのが、都市化の進展を背景とした都市への生鮮食品の輸送であっ
た。
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　近代日本の都市人口の成長は19世紀後半に始まり、20世紀に入って加速し
た。総人口にしめる市部人口の割合は、1889年の13.1％から1935年の31.8％へ
と増加し1）、とりわけ、戦間期における都市化の進展は、四大工業地帯の形成
と相まって、農村から都市への人口移動を促した2）。都市の成長は市域の拡大
と周辺部の郊外化を伴いつつ進行し、こうした内包的および外延的発展の結
果、都市の食料需要は高まり、近郊農業が発展を遂げた。近郊農業では主とし
て青果類が生産されたことから、鮮度を維持するために迅速な輸送が必要とな
り、貨物自動車が青果の輸送に利用されたのである。
　青果類の貨物自動車輸送については、これまで、近郊農業の発展の中で貨物
自動車が利用されたことが指摘されるにとどまっていたが、近年、東京近郊で
の蔬菜の自動車輸送について検討が加えられた3）。そこで、本章では、東京と
並ぶ大都市として人口増加の著しかった大阪の都市化と近郊農業の展開を取り
上げ、奈良県から大阪市への西瓜の自動車輸送を検討することにより、都市化
と貨物自動車輸送の関係を解明したい。
1　貨物自動車輸送の展開
　青果の自動車輸送を検討する前に、戦間期
の貨物自動車輸送について概観しておこう。
明治30年代に海外から導入された貨物自動車
は、当初、大都市などに利用が限られていた
が、関東大震災後の輸送難の際に貨物の集配
などに活躍して輸送力を評価され、全国に利
用が広がった4）。全国の貨物自動車数を示し
た表Ⅱ- 1 からは、戦間期に急増したことが
確認できよう。では、こうした貨物自動車の
増加にはどのような地域性があったのだろう
表Ⅱ- 1　貨物自動車数（全国）
年 台数
1916 24
1918 42
1920 443
1922 1,383
1924 3,058
1926 7,884
1928 14,467
1930 25,662
1932 35,939
1934 43,182
1936 51,338
（台）
（出所） 『日本帝国統計年鑑』各年。
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か。表Ⅱ- 2 から地方別の貨物自動車数をみると、南関東と近畿が常に上位に
位置し、1920年代から東海地方が加わって貨物自動車利用の先進地域を形成し
ている。南関東、近畿、東海の各地方は、それぞれ大都市圏として多くの人口
を擁し、京浜、阪神、中京の工業地帯も立地しており5）、経済活動と物流の活
発さが貨物自動車の利用を促進したと考えられる。その他の地方も20年代末以
降に保有率が上昇しており、貨物自動車が大都市圏から地方へと普及したこと
が窺えよう。
　貨物自動車の利用が拡大した要因としては、フォードとＧＭが日本法人を設
立し現地組立方式で自動車生産を行ったことが第 1にあげられる。1925年に横
浜に設置された日本フォードと1927年に大阪で設立された日本ＧＭは、それぞ
れ全国主要都市の特約販売店を通じて販路を拡大した。現地組立方式による自
動車生産は、自動車部品の関税が低率だったことと相まって自動車価格を低下
させ6）、また、国内部品工業の発達に伴って部品の交換や修繕が容易になり7）、
表Ⅱ- 2　地方別貨物自動車数
地方 1916 1918 1920 1922 1924 1926 1928 1930 1932 1934 1936
北海道 0 1 14 11 10 28 100 341 867 1,155 1,594
東　北 2 0 22 32 74 211 619 1,148 1,988 2,423 2,786
北関東 2 2 33 64 141 554 1,357 2,076 2,833 3,406 4,021
南関東 19 28 208 590 1,370 3,587 5,623 9,473 10,594 12,226 14,516
東　山 0 0 4 29 63 308 647 886 1,126 1,152 1,299
東　海 0 5 46 94 305 846 1,693 3,001 4,670 5,401 6,384
北　陸 0 0 7 54 122 364 692 1,199 1,724 1,933 2,071
近　畿 1 5 78 371 670 1,258 1,870 3,721 6,387 7,691 10,492
山　陽 0 1 7 58 131 298 592 1,217 1,841 2,222 2,730
山　陰 0 0 6 4 8 34 121 317 424 727 634
四　国 0 0 0 20 55 128 272 626 975 2,091 1,558
九　州 0 0 18 56 109 268 881 1,692 2,505 2,743 3,225
沖　縄 0 0 0 0 0 0 0 1 5 12 28
（台）
　（注） 地方区分は以下の通り。東北：青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島。北関東：埼玉、茨城、栃木、群馬。
南関東：東京、神奈川、千葉。北陸：新潟、石川、富山、福井。近畿：大阪、兵庫、京都、奈良、和歌山、
滋賀。山陽：岡山、広島、山口。山陰：鳥取、島根。四国：香川、徳島、愛媛、高知。九州：福岡、佐賀、
長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島。以下の表も同様。
（出所）『日本帝国統計年鑑』各年。
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ガソリン価格も低下傾向にあったこと
から8）、自動車の利用がさらに促され
た。貨物自動車利用が拡大した第 2の
要因としては、道路法制定に伴い1920
年から実施された全国的道路改良があ
げられる9）。1920年から36年までの道
路改良実績を示した表Ⅱ- 3 をみると、
改良延長と改良費の上中位地方は、表
Ⅱ- 2 の地方別貨物自動車数の上中位
地方と重なっており、道路状況の改善
が貨物自動車の普及に貢献した可能性
は高い10）。
　貨物自動車には自家用と営業用があ
り、会社、商店、工場、官公庁などが所有する自家用貨物自動車は、鉄道貨物
や自家工場の原料や生産物の輸送に使用された。いっぽう、営業用貨物自動車
は有償の物資輸送にあたり、貨物自動車全体では営業用が大宗をしめた。営業
用貨物自動車は定期営業と貸切営業に区分され、特定の区間を定期的に運行す
る定期営業に対して、貸切営業では荷主の指示で随時随所に輸送が行われ、営
業用貨物自動車の中心は貸切営業であった。貨物自動車輸送業は自動車を 1台
所有する小規模経営が一般的で、主に 1トン積車両が使用され、フォードとＧ
Ｍのシボレーが貨物自動車の大半をしめた11）。
　次に、貨物自動車の輸送について鉄道との競合を中心にみていこう。貨物自
動車の全国レベルの輸送量は鉄道省の調査による断片的な数値しか残されてお
らず、それによれば、国有鉄道と競合する貨物自動車輸送量は、1926年の73万
トンから1930年の356万トンへ 5倍余りも増加しており12）、表Ⅱ- 1 でみた貨物
自動車の増加を背景に自動車輸送が活発化し、鉄道と競合する度合いが高まっ
ていたことが確認できる。この356万トンの地方別内訳を示した表Ⅱ- 4 をみる
表Ⅱ- 3　国府県道の地方別道路
改良実績（1920-36年）
地方 改良延長 改良費
北海道 1,093 6,706
東　北 4,920 42,468
北関東 3,474 38,487
南関東 2,471 88,362
東　山 1,899 26,982
東　海 3,062 72,482
北　陸 1,400 38,213
近　畿 4,162 135,692
山　陽 1,255 29,535
山　陰 855 15,207
四　国 1,128 18,040
九　州 3,543 68,960
沖　縄 174 1,928
（km） （千円）
（出所） 内務省土木局編『道路現況調』（1938年）。
（41）
Ⅱ　戦間期大阪の都市化と貨物自動車輸送
と、南関東、近畿、東海が上位をしめ
ており、輸送量の分布は表Ⅱ- 2 の貨
物自動車の分布とほぼ対応している。
また、356万トンの輸送距離別の内訳
は表Ⅱ- 5 の通りで、50kmまでの輸送
が全体の73％、100kmまででは92％に
達し、貨物自動車が主に近距離輸送に
使用されたことが判明する。1930年の
輸送量356万トンは同年の国有鉄道貨
物総輸送量5,593万トンの6.4％であ
り13）、鉄道との競合は部分的なものに
過ぎなかったが、国有鉄道は長距離大
量輸送を主眼としており、近距離輸送
に限定すれば、鉄道と貨物自動車の競
合の度合いはより強かったと思われ
る14）。
　1930年の輸送量356万トン中の主要
貨物291万トンを、貨物自動車を使用
した理由で分類すると、鉄道より運送
費が安く、運送時間も短いからという
理由が84万トン（28％）で最も多く、
以下、運送費が安く、荷物の取扱いが
容易が48万トン（16％）、運送費が安い
が47万トン（16％）、運送時間が短く、
貨物の取扱いが容易が26万トン（ 9
％）、運送費と荷造費が安いが21万トン（ 7％）となり15）、先にあげた貨物自動
車の特性が自動車輸送を選択する誘因となっていることが指摘できる。この
表Ⅱ- 4　鉄道と競合する自動車貨物の
地方別輸送量（1930年）
地方 輸送量
北海道 50,161（  1）
東　北 231,033（  6）
北関東 183,099（  5）
南関東 1,042,380（ 29）
東　山 79,519（  2）
東　海 463,789（ 19）
北　陸 195,399（  5）
近　畿 687,285（ 19）
山　陽 209,365（  6）
山　陰 34,562（  1）
四　国 95,313（  3）
九　州 284,323（  8）
計 3,556,228（100）
（t、％）
　（注） 国有鉄道と競合する貨物の数値。国有鉄
道運輸事務所管内の輸送量のため、地方
によっては実際の輸送量と若干のずれが
ある。
（出所） 鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査（昭
和 5年中）』（1932年）。
表Ⅱ- 5　貨物自動車距離別輸送量 
（1930年）
距離 輸送量
～20 1,156,784（32.5）
～50 1,452,102（40.8）
～100 665,660（18.7）
～150 214,077（6.0）
～200 54,071（1.5）
～250 5,934（0.2）
250～ 7,600（0.2）
計 3,556,228（100）
（km） （t、％）
　（注） 国有鉄道と競合する貨物3,556,228トン
ついての調査。
（出所） 鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査』
（1932年）。
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291万トンの主要品目を示した表Ⅱ- 6 を
みると、魚介と青果（野菜と果物）が大
きな割合をしめており、鮮度の維持が欠
かせない生鮮食料品が自動車輸送の主要
な貨物だったことが確認できよう。予め
決められた路線や運行時刻に基づいて行
われる鉄道輸送に対して、貨物自動車は
輸送の時間、回数、地域を随意に決定で
きるため、荷主の希望を反映した小規模
な機動的輸送が可能で、青果市場や魚市
場の開始に合わせた貸切輸送や、鉄道が
迂回する個所を直行する輸送などが行わ
れた。
　貨物自動車が戸口から戸口への輸送を
行うのに対して、小運送が付随する鉄道
輸送は余分な時間と費用がかかり、積み
下ろし回数も多いことから荷造りにも手間を要した。貨物自動車の輸送時間と
鉄道の純粋な輸送時間には大差はなかったが、発着地における鉄道小運送とそ
れに伴う駅構内などでの諸手続きにはかなりの時間を要したため、鉄道輸送は
時間的なロスが大きかった。輸送費についても事情は同じであり、鉄道運賃は
貨物自動車の輸送費よりもかなり低廉だったが、小運送その他の諸掛が追加的
に必要になるため、輸送費の総額では貨物自動車輸送と同等か割高になってし
まうのである16）。迅速かつ機動的な貨物自動車輸送は、円滑な商品輸送を通じ
て生産地と市場あるいは消費地を接近させ、それは需要の拡大と生産の増加を
もたらす可能性をもっていた。そうしたメカニズムが働いた代表的事例が青果
や鮮魚の輸送であったといえよう。
　最後に、表Ⅱ- 6 に示した主要貨物を発送地域別に分類した表Ⅱ- 7 をみる
表Ⅱ- 6　鉄道と競合する自動車貨
物の主要品目（1930年）
品目 輸送量
魚　介　類 208,963（  7）
木　　　材 196,854（  7）
米 163,790（  6）
野　菜　類 141,041（  5）
肥　　　料 112,495（  4）
薪　炭　類 110,987（  4）
石　炭　類 107,132（  4）
繭　　　類 98,091（  3）
織　物　類 95,891（  3）
砂　　　糖 78,687（  3）
酒　　　類 78,592（  3）
果　物　類 77,191（  3）
糸　　　類 57,022（  2）
セメント類 55,136（  2）
小　計 1,581,872（ 54）
合　計 2,907,218（100）
（t、％）
　（注） 国有鉄道と競合する貨物3,556,228
トン中の2,907,218トンの内で 5万
トン以上の品目をあげた。
（出所） 鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調
査（昭和 5年中）』（1932年）。
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と、野菜類と果物類が町村から発送される貨物の上位に位置しており17）、こう
した野菜や果物には都市近郊農業の生産物が含まれていたと考えられる。次節
では、奈良県の大和西瓜を取り上げ、都市近郊農業と青果の自動車輸送につい
て検討しよう。
2　近郊農業と都市への青果輸送
　戦間期には全国で都市の人口が成長し、その中で東京市に次ぐ人口規模を有
したのが大阪市であった。1893年に54万人だった大阪市の人口は、1908年に90
万人、第 2次市域拡張を実施した1925年には212万人へと増大し、1935年には
全国都市人口の14％にあたる299万人に及んだ18）。大阪府の郡部では、市部の
食料需要を満たすため青果の生産を軸とした近郊農業が営まれていたが、こう
した市部の人口増加に伴う食料需要の高まりを背景に、青果供給地は府外へと
拡大していった。府県別の人口 1人当たりの蔬菜生産量を示した表Ⅱ- 8 をみ
ると、大阪府は一貫して全国平均を大幅に下回っており、市部の人口増加を背
景に、蔬菜生産量が恒常的に不足していたことが確認できよう。1941年の調査
表Ⅱ- 7　地域別自動車発送主要貨物（1930年）
都　市 町　村
雑　　　貨 255,750（ 19） 米 141,267（  9）
魚　介　類 102,233（  7） 木　　　材 123,004（  8）
織　物　類 79,045（  6） 野　菜　類 121,194（  8）
木　　　材 73,850（  5） 薪　炭　類 110.490（  7）
肥　　　料 70,175（  5） 魚　介　類 106,740（  7）
石　炭　類 66,763（  5） 繭　　　類 78,992（  5）
砂　　　糖 64,287（  5） 果　物　類 64,598（  4）
小　計 712,093（ 52） 雑　　　貨 63,810（  4）
合　計 1,364,322（100） 酒　　　類 54,346（  4）
（ｔ、％） 小　計 864,441（ 56）
合　計 1,542,896（100）
　（注） 国有鉄道と競合する貨物の数値。 5万トン以上の品目をあげた。
（出所） 鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査（昭和 5年中）』（1932年）。
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によれば、同年の大阪市の蔬菜推定需要量が8,424万貫だったのに対して、大
阪府下の蔬菜出荷見込量は4,925万貫に過ぎなかった19）。京都府と兵庫県の生
産量も、大阪府ほどではないが全国平均を下回っており、これは両府県が京都
市と神戸市という大都市を擁していたことの影響であろう。これに対して、奈
良県は昭和期に入ると生産量が増加し、全国平均を大幅に上回っており、大阪
市場における蔬菜需要の拡大を受けて近郊農業が発達し、大阪の蔬菜不足を補
ったと考えられよう20）。
　近郊農業は都市への近接性を生かして発展したが、明治後期以降の鉄道や海
運の発達は、輸送園芸と呼ばれる、気候差を利用した遠隔地からの青果の早期
出荷を可能とし21）、とくに、鉄道を利用した出荷は冷蔵車や通風車の開発と相
俟って活発化した22）。1924年に国有鉄道で大阪市へ到着した生野菜28,211トン
の内、近畿以外の地方から発送されたものの割合は全体の67％（18,803トン）
にのぼった23）。こうした輸送園芸に対抗するため、近郊産地は集約化を進め、
高度な輪作や、遠隔地と出荷時期が重ならないような生産調整を行うととも
に、遠距離輸送に適さない軟弱野菜の栽培などにも重点をおいた。そして、こ
うした集約経営の効率を高め、都市からの近接性という近郊農業の特徴を強化
したのが、貨物自動車による青果輸送であった。そこで、奈良県の大和西瓜を
取り上げ、大阪市への貨物自動車輸送を検討しよう。
　明治初年に栽培が始まった奈良県の西瓜は、換金作物として田畑輪換に取り
表Ⅱ- 8　府県別人口 1人当たりの蔬菜生産量
年 大阪府 京都府 兵庫県 奈良県 全国
1910 8.7 11.9 11.4 18.7 22.2
1915 9.9 12.1 11.2 20.2 22.9
1920 11.7 11.6 12.7 18.7 23.4
1925 9.8 12.8 13.4 34.9 21.3
1930 13.6 13.5 16.9 30.8 21.9
1935 10.6 13.9 15.4 33.1 22.1 （貫）
（出所） 人口は、『日本帝国統計年鑑』、および東洋経済新報社編『昭和国勢総覧』上
巻（同社、1980年）。蔬菜生産量は、農林統計研究会編『都道府県農業基礎
統計』（農林統計協会、1983年）。
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入れられた明治後期以降、山辺郡、磯城
郡、生駒郡、北葛城郡などの主要産地を中
心に県下に栽培が広がり、戦間期には、都
市化の進展に伴う京阪神や京浜市場での需
要増加を背景として、表Ⅱ- 9 に示される
ように生産が拡大し、県の最重要園芸作物
に成長した。大和西瓜の知名度が高まる
と、気候条件の良い南西地域などでも西瓜
生産が行われるようになり、産地間競争が
展開されたことから、県農会による品種の
育成が行われたほか、出荷組合や販売組合
が多数結成され、販路の拡張や販売の斡旋にあたった24）。時期はやや下るが、
1939年における関西および関東市場への大和西瓜の出荷量を示した表Ⅱ-10を
みると、関西における大和西瓜の最大の市場が大阪だったことが確認でき、そ
れに匹敵する重要性をもっていたのが東京市場であった25）。では、大阪市場に
おける大和西瓜のシェアはどれほどだったのだろうか。表Ⅱ-11から1939年の
表Ⅱ- 9　奈良県の西瓜生産
年 面　積 収　量
1910 137 2,437
1913 112 1,978
1916 187 4,686
1919 165 4,229
1922 434 8,605
1925 1,052 32,257
1928 1,134 27,708
1931 809 15,339
1934 853 25,717
1937 768 24,725
（ha） （t）
（出所） 奈良県農業協同組合中央会編『奈良
県における農畜産物の累年統計』（同
会、1981年）、22-23頁。
表Ⅱ-10　大和西瓜の 5大都市への
出荷量（1939年）
市　場 出荷量
東　　京 119（ 32）
横　　浜 21（  6）
大　　阪 112（ 30）
神　　戸 34（  9）
京　　都 81（ 22）
合　計 368（100）
（万個、％）
（出所） 帝国農会販売斡旋部編『関東及関西
市場ニ於ケル西瓜ノ市況状況』（1939
年）、20頁。
表Ⅱ-11　大阪市場のスイカ入荷量
（1939年）
産　地 入　荷　量
奈 良 物 112（ 46）
大 阪 物 82（ 34）
和歌山物 28（ 12）
徳 島 物 6（  2）
愛 知 物 4（  2）
富 山 物 3（  1）
そ の 他 7（  3）
合　計 241（100）
（万個、％）
（出所） 帝国農会販売斡旋部編『関東及関西
市場ニ於ケル西瓜ノ市況状況』（1939
年）、14-15頁。
（46）
大阪市場への西瓜の入荷状況をみると、奈良物（大和西瓜）は全入荷量の46％
で首位をしめており、奈良県が大阪西瓜市場にとっても重要な産地であったこ
とが判明する。
　このように、大阪市場と深いつながりのあった大和西瓜は、明治後期以降お
もに鉄道で大阪に輸送され、鉄道国有化後の路線では関西本線、桜井線、和歌
山線などが輸送に使われたが26）、戦間期になると大阪への幹線道であった奈良
街道を利用した貨物自動車輸送が行われるようになり27）、1925年の調査によれ
ば、大和西瓜は奈良街道を走る貨物自動車の主要貨物だったという28）。大阪市
場向け大和西瓜の主要な輸送手段となった貨物自動車29）の西瓜輸送量は殆ど残
されていないが、鉄道輸送から自動車輸送へ貨物が移行した事例に関する1930
年の調査結果をみると、柳本から大阪の今宮へ200トン、畝傍から今宮へ500ト
ン、下田（香芝）から今宮へ800トン、王寺から今宮へ150トン、丹波市から今
宮へ800トン、それぞれ西瓜が貨物自動車で運ばれている30）。京阪神市場へ大
和西瓜が自動車輸送された事例を鉄道輸送と比較した表Ⅱ-12をみると、貨物
自動車の輸送時間は鉄道輸送を大幅に下回り、自動車の圧倒的な優位が確認で
きる一方、輸送費では貨物自動車が鉄道を大幅に上回っている。当時の貨物自
動車は一般的に規定積載量の1.2倍から1.5倍の荷物を積んでいたが31）、こうし
た過積載を考慮しても、西瓜の自動車運賃は他の荷物に比べてかなり割高だっ
たといえよう。季節作物であった西瓜は当時はいまだ高級品であり32）、傷つき
表Ⅱ-12　大和西瓜の自動車輸送と鉄道輸送の比較（1927年）
発送地 到着地 哩程
自動車輸送 鉄道輸送
運賃 時間 諸掛計 時間
櫟　本 大阪市 35 20 3 4.85 22
櫟　本 京都市 33 20 3 5 19
櫟　本 神戸市 55 32 4 5.55 25
（マイル） （円） （時間） （円） （時間）
（注） 大和西瓜（ 1トン）の自動車輸送が行われた事例について、鉄道輸送と比
較した数値。
（出所） 鉄道省運輸局編『自動車に関する調査報告（第 2輯）』（1928年）。
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やすいため荷造りなどにも特別な配慮が行われ、また、市場との関係から通常
の営業時間外の輸送が行われた可能性も高く、こうしたことが輸送費の上昇に
つながったと推測される。鮮度の維持が欠かせない西瓜輸送では、輸送費より
輸送の機動性と迅速さが重視され、貨物自動車が選択された。その背景には、
大都市大阪における高級果物への需要が存在していたといえるだろう。
おわりに
　戦間期における都市化の進展は都市人口の増加をもたらし、都市の食料需要
の高まりは青果栽培を軸とした近郊農業の発展を促した。東京に次ぐ人口規模
を有していた大阪の場合、食料需要の増大により近郊農業地域は府内から奈良
県など府外へ拡大するとともに、遠隔地の輸送園芸に対抗するため農業経営の
集約化が図られ、その一環として青果の輸送に貨物自動車が使用された。
　戦間期に全国的に利用が広がった貨物自動車は、戸口から戸口への機動的な
輸送が可能だったことから、小運送が必要な鉄道に対して優位に立ち、鉄道の
補助輸送のほか鉄道と競合する輸送にも進出し、鉄道から自動車への貨物の移
転が生じた。自動車を 1台所有する小規模経営が一般的だった貨物自動車輸送
業は、100km圏内の営業範囲で、荷主の指示で随時随所に輸送を行う貸切営業
を行っており、近郊農業の産地はこうした貨物自動車の活動範囲に含まれてい
たため、都市向けの青果が自動車貨物の中で重要な位置をしめた。本章で取り
上げた奈良県では、大阪などの都市化の進展を背景に、京阪神など大都市市場
向けの西瓜の生産が戦間期に拡大し、それを輸送面から支えたのが貨物自動車
であった。都市への近接性を特色とする近郊農業で栽培される青果の輸送距離
は、貨物自動車を利用するのに適していたのである。貨物自動車は、生鮮食料
品を迅速に輸送することで大都市の食料需要に応えるとともに、近郊農業の発
展を促進する役割を果たしたといえよう。
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